
１　総括

 （１） 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には児童手当を含まない。

 （２） 職員給与費の状況（普通会計決算）

B

千円

（注） １　職員手当には退職手当、児童手当を含まない。

        ２　職員数は、平成27年4月1日現在の人数である。

        ３　給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

 （３） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や
　　　　　経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値である。

 （４） 給与制度の総合的見直しの実施状況について

① 給料表の見直し

【　　実施　　】

（給料表の改定実施時期）　平成27年4月1日

（内容） 行政職給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。

人材確保への影響を考慮し、初任給にかかる号俸等については引下げを行わず、高齢層については最大４％程度引下げ。

なお、激変緩和のため、３年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

② 地域手当の見直し

（支給割合） 国基準が引き続き６％であるのに対し、本市においても引き続き６％を支給。

③ その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

5,989

給与費 （参考）
 類似団体
平均一人当たり
給与費職員手当

千円

期末・勤勉手当 計

千円

区分

434

職員数
Ａ

1,451,147
平成26年度

人 千円

354,830 567,823

　千円

28,774,955

泉大津市の給与・定員管理等について

区分 実 質 収 支
Ｂ Ｂ／Ａ

人　件　費歳　出　額

Ａ

人　件　費　率 （参考）住民基本台帳人口

　（平成27年1月1日）

人

76,263
平成26年度

　　　　千円

370,534 4,038,171

給　 料

千円

2,373,800

　千円

平成25年度の人件費率

　　　　　　　％

14.7

％

14.0

一人当たり給与費
B/A

5,470

千円
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 （５） 特記事項

平成27年4月1日現在の給与抑制

特別職

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 （１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）

　　　　① 一般行政職

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　　　② 技能労務職

(A)

19 人 円 円 円 円

4 人 円 円 円 円

628 人 円 円 円 円

2,994 人 円 円 円 円

32 人 円 円 円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成24年～26年の３ヶ年平均）

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの

　ではない。

※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータはそれぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前

　年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

うち用務員

42.3歳

泉大津市 -

50.0歳

泉大津市

泉大津市

類似団体

319,936

43.5歳

公務員
（Ｃ）

平均給与月額

公務員

2,774,400

-

参考

A/B

41.1歳

区　　分
平均年齢 平均給料月額

326,930

国

類似団体

51.3歳

平均年齢

334,283

１０％～８％の減額給料

区　　分

大阪府 438,804

393,511

平均給与月額平均給料月額

期間

平均給与月額

平成24年11月1日から平成28年9月30日まで

42.6歳

-

（国比較ベース）

-338,663

328,318

408,996

355,183

361,339

1.7

-

-370,398

289,141

317,465 398,181大阪府

参考

355,113317,404

区　　分

民間
（Ｄ）

50.2歳

-

年収ベース（試算値）の比較

うち用務員

国

48.5歳

-

項目 内容

347,305306,290

54.4歳

394,984

（国比較ベース）

318,175

-

民間

職員数

346,928

-

-

-

345,878

平均給与月額

342,551

311,478

5,677,127

383,749

平均年齢対応する
民間の

類似職種

-

平均給与月額

54.6歳用務員

-

(B)

200,300

-

-

2.0

-

Ｃ／Ｄ

2



技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針

(1)　基本的な考え方

　　　　集中改革プランに基づき、民間委託の拡充等により、平成16年度以降、技能労務職員の採用は行っておりません。

給与につきましては、国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従業員の給与等を考慮し、適正化に向けた取組

　　を推進していきます。

(2)　具体的な取組内容　

給料表については、大阪府及び府内各市の動向を注視しつつ、慎重に検討してまいります。また、特殊勤務手当及び

　　住居手当について一部廃止を行い、昇給基準については、平成18年4月から国家公務員に準じた給与構造改革を実施

　　し、適正化に向けた取組を行っております。

　 今後とも、職員数の適正化及び退職者の補充の抑制を踏まえ、さらなる民間委託も視野に入れ、事務・事業の見直し

　　を引き続き検討してまいります。

　　　③ 教育職(幼稚園教諭）

円 円

円 円

円 円

④ 税務職

円 円 円

円 円 円

円 円 円

⑤ 消防職

円 円 円

円 円 円

⑥ 看護・保健職

　　　　 円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　１　「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
　　　　　 諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）　　
　　　　　で算出している。

区　　分

34.6歳

270,169

316,503

38.0歳

大阪府

280,397

平均年齢

平均給料月額

泉大津市

泉大津市 37.3歳

-

平均給与月額

365,313

379,316

平均給与月額

平均給料月額

294,368

301,354

327,989

413,881

360,839

平均給与月額

-

（国比較ベース）

346,447

平均給与月額

類似団体

平均給料月額

（国比較ベース）

平均給与月額

平均給与月額

320,085

366,958

310,792

323,077

平均給与月額

286,763

313,874

327,911

平均給料月額

376,093

区　　分

342,195

平均年齢

泉大津市

39.9歳

国 43.6歳

39.2歳

254,950

37.8歳類似団体

平均年齢

類似団体

区　　分

泉大津市

国

平均年齢

46.7歳

38.6歳

40.7歳

類似団体

区　　分

289,020

39.9歳

301,880

286,585

372,431

335,703

（国比較ベース）

301,604

444,828
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 （２） 職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 （３） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 （１） 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成27年4月1日現在）

人 円 円

人 円 円

人 円 円

人 円 円

人 円 円

人 円 円

人 円 円

人 円 円

（注）１　泉大津市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

301,900

244,900

専門官

主査・主任

347,200 466,300

223,900 347,700

366,950

306450

－

－

390,700

16.2%

－

経験年数２５年

180,800

泉大津市

高　校　卒

275,300

293,300

消防職

経験年数１０年

大　学　卒

高　校　卒

区　　　　分

中　学　卒

高　校　卒

1号給の給料月額

－

151,800

構成比

-

高　校　卒

249,500

大　学　卒

174,200

技能労務職

消防職

一般行政職

高　校　卒

経験年数３０年

295,400 442,600

378,700

258,300 407,900
課長補佐・担当長

７等級

標準的な職務内容 最高号給の給料月額

８等級

技能労務職

区　　分

４等級

２等級

22.4%

5.7%
１等級

223,700

事務職員・技術職員

５等級

13.8%29

258,300

137,600

51

３等級

事務職員・技術職員

６等級

係長・総括主査

大　学　卒 180,800

7

-

職員数

151,800

経験年数２０年

29

部長・理事

13.8%

-

34

中　学　卒

高　校　卒

円

-

部次長・部参事・課長・課参事

大阪府

24.3%

-

国

170,700

223,700

円

276,400

区　　　　　分

一般行政職

－

12

223,700

1 0.5%

-

201,800

341,167

3.3%

47

177,800

242,000

187,700

422,980

372,800

308,000

-

一般職

円

146,500

180,800

-

一般職大　学　卒

142,100

249,500

382,900

-

-

-
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(注)　職務等級の区分については、平成23年度より、新たな職務等級である専門官に適用するため、新5等級を設け、従来の職務等級1等級から

　　  7等級までの適用を1等級から8等級までの適用に変更している。（新たな5等級を設け、従来の5等級から7等級を、それぞれ6等級から8等級

　　 の適用に変更）　

 （２） 昇給への勤務成績の反映状況

現在昇給へ勤務成績は反映させていません。

４　職員の手当の状況

 （１） 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　５％～２０％ ・　役職加算　　　５％～２０％ ・　役職加算　　　５％～２０％

・　管理職加算　　　１０％～２５％ ・　管理職加算　　　１０％～２５％

（注）　１人当たり平均支給額は、企業職を除く全職種に係る職員（市立病院の医師などを含む。）に支給された平均額である。

     　（　　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

支給期間における勤務期間（勤務実績）に応じて支給率の減算を行う。

1.500

0.700

1,241

(1.450)(0.700)

2.600

1,679

大阪府

(1.450) (0.700)

１人当たり平均支給額（平成26年度）

泉大津市

2.600 2.600

国

1.5001.500

(1.450)

１人当たり平均支給額（平成26年度） ―
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 （２） 退職手当（平成27年4月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職加算措置（2％～20％加算）） （定年前早期退職加算措置（2％～20％加算））

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した企業職を除く全職種に係る職員

　　　（市立病院の医師などを含む。）に支給された平均額である。

　　　本市では、勧奨退職制度については、平成21年度（平成21年4月1日）以降の退職者については、運用を凍結しています。

 （３） 地域手当

％ ％

（注）　１人当たり平均支給額は、企業職を除く全職種に係る職員（市立病院の医師などを含む。）に支給された平均額である。

 （４） 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

日額　１００円
市税、国民健康保険料又は介
護保険料の賦課又は徴収に
関する業務

743

行旅病人１件  １，０００円
行旅死亡人　１件２，０００円

日額　　　２００円

動物屍体処理作業従事手
当

土木工事現場作業従事手
当

１件　　　４００円

日額　　　１５０円68

721,417 円

市税、国民健康保険又は
介護保険料事務従事手当

下水道施設勤務手当

市税、国民健康保険料又は介護
保険料の賦課又は徴収に関する
業務を主管する課に所属する職員

２６種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（平成26年度決算）
左記職員に対する支給単価

手当の種類（手当数）

国の制度（支給率）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度） 52.1 ％

6

支給実績（平成26年度決算） 290,010 千円

49.59

34.5825

20.445

41.325

支給対象職員数支給対象地域

2,606 24,232

29.145

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

29

支給率

泉大津市全域

49.59

感染症患者の看護
日額　３，０００円
防疫作業　 日額　１５０円

49.59

41.325 49.59

49.59

泉大津市

20.445 25.55625

29.145

49.59

25.55625

国

771

千円

支給職員１人当たり地域手当の平均支給年額（平成26年度決算）

地域手当の支給実績（平成26年度決算）

10

土木工事現場作業を主管する課
に所属する職員

土木現場作業

6人

社会福祉事務従事手当 社会福祉事務所の職員
法令に基づき公の保護を受け
る者等の住居を訪問し、実地
に行う調査又は指導業務

34.5825

174,887

226,832 円

動物屍体処理作業を主管する課
に所属する職員

動物屍体処理作業

じん芥収集現場作業従事
手当

じん芥収集現場作業を主管する課
に所属する職員

行旅病人又は行旅死亡人
の収容護送作業手当

社会福祉事務所の職員又は当直
勤務に服する職員

行旅病人又は行旅死亡人の
収容護送作業

0

じん芥収集現場作業 49

感染症防疫作業従事手当
感染症の患者の看護又は防疫作
業に従事した職員

感染症の患者の看護又は防
疫作業

290 日額　　１００円

下水道施設に勤務する職員 68
事務　　日額　　８０円
作業　　日額　１５０円

下水道施設で行う事務又は作
業

6



千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

5,148

3,910

１回につき　３，０００円

感染病危険手当 医師及び看護師 感染症患者の治療

医師

管理職手当を支給される医師、看
護師等で休日、平日の帰宅後若し
くは１８時以降特に勤務した者、又
は夜間救急診療等に従事する管
理職手当の支給を受ける医師若し
くは看護師

休日、平日の帰宅後、１８時以
降、当直者の要請による勤務
又は夜間救急診療など勤務
時間外に特別に行う勤務

夜間の看護業務

3,668 １回につき　２，０００円

3,882
正規の勤務時間以外の時間外の
時間等に自宅待機を命じられた医
師

日額　１５０円

日額　２００円

日額　２５０円

手術業務

(副部長等）１時間当たり　3,500
円

日額　２５０円

医療業務等待機手当

臨床研修指導医手当
臨床研修プログラム責任者に任命
された医師

59

放射線手当

420 千円

正規の勤務時間以外の時間外の時間等に自
宅待機を命じられた医師以外の職員（診療局
及び看護部に勤務する技術職員に限る。）

手術業務手当

放射線科に勤務する職員

手術室に勤務する看護師 手術業務 日額　２５０円

上記以外の看護師

分娩手当

医師 分娩業務 １胎　９，０００円

助産師

細菌検査業務に従事する職員 日額　１５０円

給料月額の４０．６％～１００％
　＋３０，０００円

医師以外の技術職員
（事務に勤務する者を除く）

518 日額　１５０円

158,588

日額　２００円11,078

臨床検査手当 臨床検査業務に従事する職員 臨床検査業務

0

１胎　５，０００円分娩業務

217 日額　１００円

診療手当

細菌検査手当

特別出動手当

36

23,919 千円

78

危険物取扱主任手当 危険物取扱主任を命じた職員 0

細菌検査業務

日額　３，０００円
（１日４時間未満の場合１/２）

日額　１００円

51,932
4時間以上　4,500円
2時間以上4時間未満　4,000円
2時間未満　2,800円

(部長補佐等）１時間当たり
3,000円

(部長等）１時間当たり　4,000円

認定看護師手当
公益社団法人日本看護協会が定
める認定看護分野の認定看護師
登録を受けている看護師

当該認定にかかる看護業務 178

夜間看護手当 助産師、看護師

産業医手当 産業医に任命された医師

7



千円

千円

千円

千円

（注）　１人当たり平均支給額は、企業職を除く全職種に係る職員（市立病院の医師などを含む。）に支給された平均額である。

　　　

 （５） 時間外勤務手当

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、支給年度と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、

　　　制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

 （６） その他の手当（平成27年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

4,803

585 日額　２７０円

3,512 出場１回につき　３００円

出火等出動手当

夜間特殊業務手当

救急出場手当

救急救命士手当 救急救命士に選任した消防職員

消防職員 救急業務

交替制勤務を正規の勤務としてい
る消防職員

午後１０時から翌日の午前５
時までの間に行う通信業務等

１勤務につき　６５０円

消防職員 消火業務 721 出動１回につき　４１０円

同

同

通勤手当

交通機関を利用し、又は自動車等を使用して
通勤している職員（通勤距離が2キロメートル
以上）に支給されます。
　交通機関利用者
定期券等の価格により6ヶ月定期券相当額を
年2回支給
自動車等の交通用具使用者
  2km ～  5km     2,000 円
  5km ～ 10km    4,200 円
10km ～ 15km    7,100 円
15km ～ 20km  10,000 円
20km ～ 25km  12,900 円
25km ～ 30km  15,800 円
30km ～ 35km  18,700 円
35km ～ 40km  21,600 円
40km ～ 45km  24,400 円
45km ～ 50km  26,200 円
50km ～ 55km  28,000 円
55km ～ 60km  29,800 円
60km ～ 　  31,600 円

同

扶養手当

住居を借りて家賃を払っている職員その他の
職員に支給されます。
　最高限度額　　27，000円
　最低支給額　　　　　　 0円
※H22.7.1～ 国基準に改正済
　（経過措置有り）

支給実績（平成26年度決算）

支給実績（平成25年度決算）

住居手当

手　当　名 内容及び支給単価

千円

56,151

74,856

99,207

41,760

（平成26年度決算）

22,785

302,611

平均支給年額

千円

支給実績
（平成26年度決算）

国の制度と異なる内容

322

千円

157,411

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

千円

支給職員１人当たり

142,524

290

国の制度
との異動

配偶者  　　　　13,000円
扶養親族
１人につき　　　 6,500円
　配偶者のない場合、
　　1人まで 　　11,000円
　16歳～22歳の子
　　1人につき　  5,000円加算

8



千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（注）　１人当たり平均支給額は、企業職を除く全職種に係る職員（市立病院の医師などを含む。）に支給された平均額である。

管理職手当

140,491

192,000

312,127

28,098

1,728

地位に応じて
6,000円～
　12,000円
6時間以上勤務
　9,000円～
　18,000円

77,991

16,231

103,142

1,218,612

同

異

545,724

医師の宿日直
1回につき　　20,000円
医師の宿直
1回につき　　30,000円

異

地位に応じて
４９，６００円
　　～８８，５００円
が支給される

休日勤務手当

正規の勤務時間以外の時間及び休日等にお
いて、庁舎・設備の保守等のために宿日直勤
務を行った職員に支給されます。
　医師　宿直1回につき　  25,800円
　　　　　ただし、休日の場合　35,800円
    (救急の場合　　　55,000円)
　医師の日直1回につき　21,000円
    (救急の場合　　　39,000円)
　医師の半日直1回につき　10,000円
　薬剤師、医療技師、看護師
救急の宿直1回につき　  10,070円
救急の日直1回につき　　  8,856円
その他職員の宿日直1回につき
　　　　　　　　　　　　　　　     4,200円

管理又は監督の地位にある職員に支給されま
す
　部　長　　　70,000円
　理　事　　　62,000円
　次　長 　　 56,000円
  部参事　　 53,000円
  課　長　　　49,000円
　課参事　　 43,000円
　課長補佐  35,000円
　所長代理　25,000円

休日等（国民の祝日等及び年末年始）におい
て、正規の勤務時間中に勤務した職員に支払
われます。

異

正規の勤務時間として深夜（午後10時から翌
朝5時まで）勤務した職員に支給されます。

臨時又は緊急その他の公務の必要により、
土・日曜日、休日等に勤務した管理職員に支
給されます。（管理職員に時間外勤務手当は、
支給されません）
　課長補佐以上
3時間以上勤務　　6,000円
6時間以上勤務　　9,000円

同

管理職員特別勤務
手当

宿日直手当

夜間勤務手当

9



５　特別職の報酬等の状況（平成27年4月1日現在）

円 円/ 円

（ 円 ）

円 円/ 円

（ 円 ）

円 円/ 円

（ 円 ）

円 円/ 円

（ 円 ）

円 円/ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×０．３ 円 任期毎

（ 円 ）

給料月額×在職月数×０．２ 円 任期毎

（ 円 ）

下段の（　　）内は、減額措置を行う前の給料月額で計算した退職手当の額である。

(注）１　給料及び報酬の（　　　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

       勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

245,000

885,000

591,000

給

料

790,000

610,000

580,000

550,000

区 分 給 料 月 額 等

市 長

890,000

4.05

522,500

4.05

　平成26年1月1日から平成27年4月30日までの間、報酬の５％を減額しています。

222,000

801,000

　　（平成26年度支給割合）

　　（平成26年度支給割合）

711,000

551,000

579,500

6,825,600

653,000

11,534,400

7,584,000

12,816,000

議 長

議 員

議 員

副 議 長

市 長

備 考

375,000

1,061,000

(参考　類似団体の最高額/最低額）

440,000

副 市 長

310,000

副 議 長

期
末
手
当

報

酬

備　　　　考

退
職
手
当

副 市 長

市 長

副 市 長

議 長

737,000
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６　職員数の状況

 （１） 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。（教育長を含む。）

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

欠員不補充による減、業務の増加による増

114

29

0

0

6 6

職 員 数 ( 人 ）
主 な 増 減 理 由

平成２６年

業務の増加による増、その他による増

6 欠員補充による増、業務の増加による増

0

対前年
増減数

5

2

欠員不補充による減

2

＜参考＞
人口　１万人当たり職員数 37.4人
（類似団体の人口１万人当たり職員数　53.66人)

▲ 1

欠員不補充による減、業務の増加による増

業務の増加による増

▲ 1

12

[ 1,059］ [ 0］

357

776

病院

434

水道

下水道

26

354小　計

788

小　計

教育部門

17

公
営
企
業
等
会
計
部
門

その他

[ 1,059］

消防部門

計

税務

商工

1

欠員補充による増84 2

16

1

86

63

285

＜参考＞
人口　１万人当たり職員数  57.0人
（類似団体の人口１万人当たり職員数　71.58人)

15

欠員補充による増

0

欠員不補充による減、その他による減

＜参考＞
人口　１万人当たり職員数 103.4人

66

0

その他による減

2325

▲ 3

22

4 4

2

269

68

419

10

▲ 3

合　　計

▲ 127

303

10

16

302

74

議会

土木

　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

30

2

農林水産

24

119

普
通
会
計
部
門

平成２７年

1

労働

総務企画

一
般
行
政
部
門

民生

衛生

11



 （２） 年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

　

 （３） 職員数の推移

（ %）

（ %）

（ %）

（ %）

（ %）

（ %）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

5.9

3.6

教育

2

16

▲ 17

0.52

▲ 21.3

354

788

部門別

3

784

357363

791

0.0

786 776

82

（単位　：　人　・％）

59歳

人

0

63

人

0.3

44歳

84

419

平成27年度

285

86

人 人

97 10095104

784

平成23年度

総合計

　　　　　年度

434

3 41 55

一般行政

89
職員数

人

27歳

人

432

354

270

80

32歳20歳 24歳

23歳 43歳

～ ～

人 人

～

人

39歳
～

31歳 35歳

20歳

区　分

未満

～

28歳 56歳

7881

人人 人

以上47歳

人

55歳

72

51歳

60歳48歳 52歳

平成22年度～平成27年度の増
減数（率）

～ ～

36歳

～

計

～～

40歳

269

66

49

平成22年度

269

平成26年度

消防

普通会計計

公営企業等会計計

87

427

357357

83

平成25年度

270

70

平成24年度

270

70

88

428427

72

85
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７　公営企業職員の状況

 （１） 水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）　　職員給与費には児童手当を含まない。

B

（注）　１　職員手当には退職給与金、児童手当を含まない。

     　  ２　職員数は、平成２７年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項（平成27年4月1日現在）

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

円 円

円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・　役職加算　　　５％～２０％

イ　退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（定年前早期退職加算措置（2％～20％加算）） （定年前早期退職加算措置（2％～20％加算））

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した企業職の職員に支給された平均額である。

　　　　給与費 　　B/A

－

Ｂ

15,14275,403

泉 大 津 市

平成26 年度
157,706

　　計

一人当たり

区　分

区　分

総費用

める職員給与費比率

職員数

7.7

職員給与費比率

職員手当

128,714

１人当たり平均支給額（平成26年度）

－

人 千円

41.325

　　　　　千円

Ｂ／Ａ
％千円

－

20.445

10.2

平成25年度の総費用に占

市町村（政令指定都市を除く）平均

7,571

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

平均年齢 平均月収額

－

29.145 34.5825

25.55625

49.59

市町村（政令指定都市を除く）平均

－

49.59

1,484

－

－

－

15,28622,507

泉大津市（企業職）

2,245

１人当たり平均支給額（平成26年度）

2.600

49.59

596,970

千円

Ａ

▲ 211,7712,051,826

千円

％

職員給与費

千円

38,169

基本給

17

409,523

期末・勤勉手当

純損益又は実質収支
総費用に占める

給　 料

平成26 年度

千円千円
Ａ

－

　　　　　　区　　分

泉大津市（企業職）

市 町 村 平 均 44.9歳 348,021

49.0歳

－

517,229

1.500
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ウ　地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

円

％

千円

千円

オ　時間外勤務手当

（注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　 　２ 職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、支給実績と同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、

　　　　制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成27年4月1日現在）  

円

円

円

円

（注）　企業職の職員に対する各手当の支給内容は、一般職の職員に対する各手当の支給内容と同じ。

水道現場作業又は浄配水
作業

25 日額　　１５０円

支給実績
（平成26年度決算）

左記職員に対する支給単価

0 日額　　１００円

主な支給対象業務

現場作業手当 上下水道局企業職員

主な支給対象職員

202,781

水道料金徴収事務

1,543

25

257

千円

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

水道料金徴収事務従事手
当

手当の名称

216,000

千円

上下水道局企業職員

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

支給職員１人当たり

支給実績（平成25年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

支給実績

支給対象地域

支給実績（平成26年度決算）

116,968

（平成26年度決算）

通勤手当

支給実績（平成26年度決算）

585,984管理職手当 2,930 千円

1,521 千円

648 千円

扶養手当 3,245

住居手当

千円

1,801

300

手　当　名 （平成26年度決算） 平均支給年額

泉大津市全域

地域手当の支給実績（平成26年度決算）

6

支給対象職員数

支給職員１人当たり地域手当の平均支給年額（平成26年度決算）

4,895

8,350

617

287,922

一般行政職の制度（支給率）

手当の種類（手当数） 2

支給率

17.6

14


